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茨城県知事大井川和彦殿

廃止措置計画書

原子力施設周辺の安全確保及び環境保全に関する協定第5条の2第1項の規定によ

り,原子力施設の廃止措置に関する計画について同意を得るため、下記のとおり廃止

措置計画書を提出します。

住所

事業所名

氏名

種

茨城県那珂郡東海村大字村松4番地器

国立研究開発法人日本原子力研究開発機

核燃料サイクルエ学研究所長大森栄

法

別

令 02 原機(サ) 034

令和 2年6月18日

の根拠

対象施設の名称

<Ξ>廃止措置計画の変更(初回提出日:平成29年6月30 印

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第五十条の五

(事業の廃止に伴う措置)第三項において準用する同法第十二条の六
第三項

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

核燃料サイクルエ学研究所再処理施設(東海再処理施設)

使用済燃料の再処理の事業に関する規則の改正に伴い、令和2年2月

10日付けで認可を受けた核燃料サイクルエ学研究所再処理施設の廃止

措置計画について、記載事項を変更(施設定期自主検査の定期事業者検
査への変更、廃止措置に係る品質マネジメントシステムの追加等)するた

め、変更の認可の申請を行う。

このため、平成30年10月4日付けで同意を得た核燃料サイクルエ学

研究所再処理施設の廃止措置に関する計画に対し、関連箇所を同様に変

更した廃止措置計画書を提出するものである。
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計画変更

由理の

添付資料

1.廃止措置の方法、工程及び安全対策(概要)

2.放射性廃棄物の発生量及び廃棄の方法(概要)

3.変更箇所の新旧対照表信十画の変更のみ)

4.原子力関係法令に基づく認可申請書の写し

河

令


